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　1　序
　チェンパース教授の学問領域は非常に広域にわたっている。その学問領域を一つ一つ追っていく過
程の中で、ここにチェソバースがどのような原価計算思考を持っているのか明らかにしていくのが当
論文の課題である。
　衆知のように、彼は論文rBlueprint　for　A　Theory　of　Accounting」でリトルトンの会計思考を
徹底的に批判したのに初まり、’数々の論文およびモノグラフを発表したのちに、総まとめという形
で、1966年著書rAccounting，　Evaluation，　and　Economic　Behavior」を著した。
　この著書で示している彼の会計思考が、あらゆる意味で、彼の広範な研究領域の基礎となってい
る。彼の会計測定論をみると、社会科学的および行動科学的アプローチ、情報理論的アプローチ、そ
の他インターディスプリナリイに諸科学をとりいれた会計基礎思考をもとにして、彼独自のモデルを
提唱している。
　このモデルには数多くの批判がなされていることは衆知のとおりである。このモデルに対する批判
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　は、逆に彼の会計基礎思考にもつながる。したがって、チェンバースの基礎思考の不備な点が、チェ
ンバースのモデルを単なるモデルにしているといえないことはないと思われる。
　そういう意味で、チェンバースの原価計算モデルも会計測定論の批判が妥当することは言うまでも
ない。しかしながら、彼の会計理論を批判的に摂取する途上で、その一分野でもある原価計算思考を
みてみることは意義があると思われる。　　　　　　　　　　，
　（注）（1）チェソパースの会計思考批判については、RW．　Leftwich，“ACritical　Analysis　of　Some　Be－
　　　　　havioral　Ass　umptions　Underlying　R．工　Chambers’Accounting，　Evaluation，　and　Econom
　　　　　Behauior”が参考になる。
　　　　　　拙稿、「チェンバース会計理論のアプローチ批判に関する一考察」明治大学大学院紀要、第9集、
　　　　　1971年、PP．249－260
　皿　原価計算の基礎思考
　チェンパース特有の会計思考は、彼の理論の中であらゆる側面に顔を出してくる。そこで、財務会
計および原価計算の基礎となっている思考を概観してみることにする。
　まず始めに、彼は企業実体の行動原理を人間の行動原理に求める。人間は環境に対して随意（vol－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－25一
untary）にも、不随意（involuntary）にも適応する（adapt）。環境が誘引する緊張（strain）に対し
て、それをゆるめるように求める企業実体もこのように環境に対して恒常的（homeostatic）に適応
状態を求める実体としてとらえる。
　そのような適応行動をとる実体の行動は、実体の目的、実体の手段、実体の環境との相互関連にお
いてなされる。
　実体の目的とは行為の対象である。われわれは環境からの刺激により同時に緊張を経験する。その
時点でその数だけの目的をもつのである。その刺激は個々の行為者の価値体系によりラソク付される
と同様企業実体においてもラソク付され、緊張度の強いものから達成目的が決定されるのである。
　そこで選択された目的は手段を利用することによって達成される。その手段は諸種の緊張を軽減す
る、すなわち目的を達成する場合に役立つと信じられる稀少財と定義される。
　そのような手段を使って目的を達成する環境とは自然事象（natural　phenomena　and　events）の
みならず、社会・経済的諸事象よりなる。具体的に言うならば、行為者の情況、行為者間の相左関
係、法律制度や慣習、目的達成のための手段、　　および信用に基づく価格機構を主体とする経済シ
ステム等々である。さらには企業のおかれるこういった環境は流動的で、動きが速いとみている。
　この環境の中で適応行動をとるのが企業である。それを製造企業でみるならば、「企業がプロジェ
クターあるいはそのほか企業に助力するよう誘発された人々の期待に一致させようとすれば、これら
の専門家すべての行為は必ず調整される。しかも、全体としての企業が適当なインプットあるいはア
ウトプットの市場価格のいかなる変動にも反応していくような方法で調整される。賃率、材料価格、
運送費一等・のいかなる変動に文寸しても・一多くの可能な反励・ある．…9悔である。
　次に、前述のような諸条件のもとで、実体は適応行動をとるために、実体の内外から、実体の目的
にかなった諸種の情報を得て、諸々の意思決定者（行為者）に伝達しなければならない。チェンバー
スにおいては、情報処理システムが独立しており、伝達システムにおいてはフィードバック理論がと
り入れられており、さらにエントロピーの概念をとり入れており、情報および伝達を一元化しようと
試みている。そして、伝達される情報がもたねばならない具備要件が示されている。それらは相互に
関連するものとして、目的適合性（relevance）、客観性（objectivity）、中立性（neutrality）および
　　　　　　　　　　　　　　（2　信頼性（reliance）をあげている。
　この具備要件を備えた情報は行為者に有用であるとともに、一般的使用にまで拡大されている。し
たが。て源価計算も・のよう娯鞭件を徹を。とが要請され£
　最後に、上記の具備要件を備えた情報を貨幣計算にみる。それは財貨および用役に共通した固有性
であり、すなわち共通分母であるからである。それはまた様々な行為者にも共通したものでもある。
　この貨幣計算に関して、チェンバースは市場経済においては財貨の価格が変動することを特に強調
する。そして、直接現在に結びつかない過去の貨幣計算は現在の実体の状態を示すものではな潟を
し、また事前計算は主観的評価力・入り込むから額的なものではないとして、現在計算をと£現在
とは瞬間的に過ぎ去ってしまうものであるから、現在計算とは現在の状態を示す直接の過去の計算を
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意味する。これを過去・現在計算（restrospective　and　contempor4ry　calculation）と名づける。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）れがチェソバースの言う実体が将来適応行動をとるに必要な現在の状態を示す貨幣計算なのである。
　さらに進んで、この過去・現在計算は現在現金等価額（current　cash　equivalent）で測定されなけ
　　　　　　　　　（8）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
ればならないとする。現在現金等価額は市場における再販売価格（resale　price）であるとし、一元
的に資産、負債および持分を測定しようと試みるのである。
　以上、チェンバースの基礎思考について何等批判することなく概観してきた。この点については論
を進めていく過程で行なっていくことにする。
　（注）（1）　R．J．　Chambers，“Financial　Management，”third　Edition，1967，　p．351
　　　（2）　R．J．　Chambers，“　Accounting，　Evaluation　and　Economic　Behavior，”pp．154～158
　　　（3）　R，J．　Chambers，　Ibid，　pp．154～156
　　　　　　R．J．　Chambers，‘‘Blueprint　for　A　Theory　of　Accounting，s’Accounting　Research，　January
　　　　　1955，p．25
　　　（4）チェンパースはこれについては原価主義を批判して次のように言っている；すなわち「いかなる財
　　　　　貨あるいは用役を利用するにも、その原価は必ずしも購入価格と同一ではない。というのは、その価
　　　　　格は謄貴したり下落したりするであろうし、それにつれて購入時点と使用時点の間では犠牲の額が増
　　　　　加したりあるいは減少したりするからである」と。
　　　　　　R．JChambers，“Finacial　Management，”p．353
　　　（5）チェソバースはこのことに間連して取替原価を次のように批判する；すなわち「犠牲にされるもの
　　　　　は、その時の財貨の取替原価であると考えられるかも知れない。しかしながら、われわれが企業を適
　　　　　応組織体（adaptive　organization）とみるならば、実際にある資産を同一の資産と取替るという確か
　　　　　さはない。
　　　　　　R．J．　Chambers，“Financial　Management，”p．353
　　　　　　そのほかRJ．　Chambers，“Accounting，　Evluation　and　Economic　Behavior，”P．92
　　　（6）　このことについて、チェソバースは次のように述べている；すなわち「あらゆる場合に、その反応
　　　　　の選択は、その選択を誘発した変動の度合にあわせるために期待される能力に依存する。あきらか
　　　　　に、そこでは、購入価格、販売価格およびいかなる購入価格の相関的な組合せ……をとってもそれを
　　　　　設定する貨幣単位の数量は現在の市場価格に一致する貨幣単位の数量であるべきである。それが衆知
　　　　　の適知の適応の必要条件である。」と。
　　　　　　R，J．　Chambers，“Financial　Managiment，”p．351
　　　（7）　このことについてはチェソバースは次のように論じている；すなわち「犠牲の測度として関係ある
　　　　　ものは使用で費消される財貨あるいはそのある部分の現在預金等価額である」と。
　　　　　　R．J，　Chambers，“Financia且Management，”p，353
　　　（8）RJ．　Chambers，“Accounting，　Evalnation　and　Economic　Behavior，”p．92「注われわれは、市
　　　　　場における全ての可能な将来の行為のために一時点において一貫して関係ある単一の財務的固有性と
　　　　　は、保有されているいかなる財貨でもあるいは全ての財貨の市場販売価格があるいは実現可能価格で
　　　　　ある」と。
　皿　原価計算システム
　前章での基礎思考をもとに従来の原価計算システム、すなわち吸収原価計算システム（absorption
cost　accounting　system）を批判し、直接原価計算システム（direct　cost　accounting　system）をと
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り入れている。
　〔1〕　吸収原価計算システム
　企業は製造した製品の販売価格で企業のオペレーションにかかわる原価を償うことができなくはな
らないというのが生存の条件である。したがって、すべての原価が企業の製品にあたえるよう考えら
れるべきである。このようにすべての原価を企業の製品に配分計算する過程が吸収原価計算と言われ
（1）
る。
　吸収原価計算では、まず、企業の外部との関係で各項目が要素別に記録されていたものが、製品の
製造にしたがって機能別に分類され、次に、部門あるいは工程別に配され、最後に、製品別に配賦さ
れる。
　材料費について言えぽ、材料費は主要材料費および修繕材料費、試験研究材料費等の補助材料費な
らびに工場消耗品費等に区分される。
　管理する面から言えぽ、直接材料は出庫請求書にしたがって倉庫係より指定された資質の材料をそ
の数量だけ工場に引渡される。当該製品を製造するのにどれだけの量を要するかはあらかじめ設計技
術者および生産計画者により予定されていて、その数量からの離反は失敗とか浪費を意味し、不効率
に対する調査が促される。
　記録過程をみると、材料費は先入先出法、平均法および後入先出法等様々な技法によりそのフロー
が記録され製品、製造間接費等忙振替られる。これらの記録諸技法は考え方の違いにより数多く出て
くる。そしてこのことは現在の会計実務が原価主義をとっているところから、経済的実情にあった製
品原価を計算しようとする人々の英智が生みだしたと言えよう。このことについては後に批判的検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，がなされる。
　次に労務費について言えば、労務費も、作業種別直接賃金、間接作業賃金、　　　　等に機能別分
類がなされる。
　作業管理の面では直接製品製造にたずさわる作業では、作業表あるいは指図書が、各部門あるいは
工程で遂行されるべき作業、作業の種類および予定されている作業時間を指定する。そして、実際作
業時間と予定作業時間のくい違いは組織的不効率とか、個人的不効率の信号として役立つのである。
　賃金の記録は、実際に支払われた賃金でかもしくは平均賃率を算定しておいてそれに実際操業時間
を掛けて算出する。こうして算出された賃率をもとに直接賃金、間接賃金が各々の作業時間と賃率を
掛けて算出され、区分される。
　そのほかに、直接経費もあるがこの項目に入るのはほんのわずかである。直接製品に把握できない
部分は間接経費としてとらえられる。したがって、経費と言えば通常間接費を意味する。経費には、
把握の仕方からみると、支払経費、測定経費、月割経費、および発生経費がある。これらは、複数の
製品を製造している場合にはまず、どの部門もしくは工程に対して用役を提供したかにより、部門も
しくは工程ごとに把握される8この配賦方法には各経費ごとに基準が設定される。次に、当該部門も
しくは工程が製品の製造にどれだけ貢献したかによって各製品に配賦される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・－28一
　さらに、工場あるいは製造関係の原価以外に費用が発生するが、それらの費用がすべて企業の製品
にすべて配賦されると、各製品が負担する総原価が算定される。チェンバースはこれを吸収原価計算
と言っている。
　上記で、吸収原価計算システムを、非常に概略的であるが、論じてきた。このシステムは、チェン
バースの考え方からすると、様々な反論が出てくる。すなわち「このような計算をする費用は別にし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）ても、行為する一指針としての成果の情報の目的適合性が重大な疑問にさらされる」のである。
　まず始めに、部門あるいは工程の費用コントロールについてである。直接費は別にしても、間接費
には、各費目ごとに配賦基準があり、それに基づいて当該費目が部門あるいは工程に配賦される。こ
のようにして数多くの費用が各部門あるいは工程に配分されるが、その合計をもって、’各オペレーシ
ョンの費用をコントロールしていくことの基礎とするのは困難である。少なくとも、このような費用
項目の多くは、部門あるいは工程の管理者にとっては、あたえられたものであって、コントロールで
　　　　　　　　　　（3）きないものだからである。それは、これらのほとんどの原価が生産量に対して独立した変数、すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　（4）ち時間的変数であることに基因する。
　第二に、各製品の貢献利益を算定することについてのむずかしさがある。上記のような原価を含む
製品原価は、原価要素に固定的なものがあるため、期間ごとに原価を計算するときに、期間の生産高
により、変動することになる。たとえば、生産高が高ければ原価は下るし、逆に低けれぽ上ることに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）なる。それ故、企業の利潤への貢献度をみることができない。
　第三に、諸政策に対する基礎資料になるかについてである。操業度政策、プロダクトミックス、短
期価格政策等に対してもその基礎とはなり得ない。それは、上記で述べたごとく、間接費が製品原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）へとさまざまな基準に基づいて配分されることからきている。
　さらに詳しく論ずるならば、チェンパースめ「行為する一指針としての成果情報の目的適合性」に
欠けている面がまだ数多く出てくる。それらを克服する意味で、チェンバースは直接原価計算を提唱
する。
　〔2〕直接原価計算システム
　直接原価計算システムは、変動費と固定費の概念に基づいて、変動費を中心に直接原価、固定費を
中心に期間原価（間接費）に発生原価を分解するシステムである。
　チェンバースの場合には何故にこの直接原価計算システムがとり入れるであろうか。
　その根拠の第一に、財務会計と原価計算の統合である。吸収原価計算においては工場あるいは製造
部門からの受取る製品原価としての意味でしかなかったが、直接原価計算では企業が製造・販売して
いる製品を中心にし、それに対して直接かかわるか否かにより原価が分解され、損益計算書の計算構
造の中に直接原価計算思考が入りこんできて、両者が密接な結びつきをもつことになる。
　第二に、チェソバースの測定論が直接原価計算をとる根拠をあたえている。彼は企業が環境に対し
て適応行動をとるとしており、そのためには企業の資産を現在現金等価額で測定しようとする。した
がって、仕掛品、製品を直接原価で測定し、そのほかは再販売価格（resale　price）あるいはその近
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似値で測定する。この点については問題があるので次の章で詳しく批判的検討を加えることにする。
　第三に、チェンバースはすべての情報利用者に目的適合的で、有用な情報を提供しようとする。ま
ず始めは意思決定する行為者（actor）のため（情報利用者のため）の情報システムを設計している。
情報処理システムを中立な立場においているので、そこから出てくる客観的な情報は企業の内・外で
　　　　　　　　　　　　　（7）利用できるとしているのである。　　　　　　　　　’
　原価計算の場合には、企業内部の権限と責任の移譲によるハイアラキーの各階層の意思決定および
業績評価に役立つ情報が要求される。それが直接原価計算に求められる。
　（a）製品および仕掛品には直接原価のみが集計されることは直接の製造部門あるいは製造工程の管
理者の業績評価に役立つ。吸収原価計算のように間接費も含めた製品原価を計算したのでは生産高が
高けれぽ製品原価が下り、低くなれば上るのでは、上からの操業計画の圧力のもとで、業績が評価さ
れるのであって、正しい評価とはならない。そこでは、直接原価による製品原価の集計が役立つので
　（8）
ある。
　（b）間接費は期間中に固定的に発生する。この原価は企業のトップの意思決定から生ずる原価であ
る。したがって、これは企業のトップの業績の評価（計画の適否）につながるものである。
　（a）および（b）からは、複雑な配分および再統計をする原価計算システム（吸収原価計算システム）で
は、オペレーションの時点で、より大きな効率を追求するのに代るものはありえないし、また助けと
　　　　　　　　　　　　　　（9）なるものではあり得ないのである。
　さらに意思決定の段階でみてみよう。企業は環境の変化に対して適応反応（adaptive　response）す
るわけであるが、それには直接原価計算が重要な役割をはたすのである。
　（c）操業度政策、プロダクトミックス、短期価格政策、その他等々の政策は、市場の変化にともな
って企業のトップによりとられる政策であるが、直接原価計算はそういったプロジェクトプラニング
に役立つ。それは直接原価計算による利益計算が、売上高から直接原価を差引き限界利益を算定し、
次に期間原価を差引いて純利益を算定する計算システムをとることからきている。
　最後に、これは特にチェンー“’　一一スにとっては意義があるから特別にあげたのであるが、彼は短期的
な情報を考えていることである。直接原価計算自体も、上記の（c）において示したように短期の意思決
定に役立つことは衆知のとおりであるが、それも含めてチェンバースは流動的で動きの速い環境に適
　　　　　（10）応するためにその時点での企業の資金力を問題とし、実質的資本維持が現在の情態を将来持続させて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）いくという意味とは異なって、折々の再販売価格で測定しているのである。この点については問題の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）あるところで、アイゼリソ（E．R．　Iselin）が批判しているところである。
　以上がチェンバースが直接原価計算をとりいれる根拠である。このうち第二と第三の根拠が彼特有
のものと言える。
　（注）（1）　R．J．　Chambers、“Financia且Management，”P．354
　　　（2）　R．J．　Chambers，　Ibid，　P．356
　　　（3）　R．J．　Chambers，　Ibid，　p．356
　　　（4）　R．J．　Chambers，　Ibid，　p．359
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（5）　R．J．　Chambers，　Ibid，　p．359
（6）　R．J．　Chambers，　Ibid，　p．359
（7）　R．J．　Chambers，‘‘Accounting，　Evalnation　and　Economic　Behavior，”p．156
（8）　これは次文の章で示されている；「間接i費のほとんどが数量とは独立的であるという事実に気づい
　　ている企業の工場管理者達は、アウトプットが増加したときに彼等の業務の成果が改善されたと考え
　　たのである」と。
　　　R．J．　Chambers，“　Financia且Management，”p．359
（9）　R．J．　Chambers，　Ibid，　p．369
（10）市場の変動性とそれに対する適応能力については次の文からもうかがえる；「産業界において、機
　　械化の進展の度合いが大きくしかも絶えず増大している。このことは賃金の増大、市場規模の拡大、
　　および顕著な技術進歩によって特に促進されている。買手市場と広大な消費志向が支配的であり、新
　　製品と新らしい生産方法の開発が絶えず促されている。アメリカの競争状態の顕著な特微は、多くの
　　市場条件の大きな変動性、および、そこから企業に対して生ずるこの変動的な市場条件に対する大き
　　な適応能力の拘束性である」。
　　　H．G．　Kruse，“Die　Bilanzierung　von　Halb－und　Fertigfarbrikatere　nach　der　Methode　des
　　Direct　Costing，”邦訳、両頭正明、直接原価計算、　pp．8～9．
（11）　これは次の言葉でもわかる；「コーイング・コソサーンの資産の現在預金等価額は通常の営業過程
　　で短期において（孟nthe　sh・rt－run）得られる額、すなわち短期における市場両販売価格である」と
　　　R，J．　Chambers，“Accounting，　Evalnation　and　Economic　Behavior，”p．218
（12）　E．R．　Iselin，‘‘Chambers　on　Accounting　Theory，”Accounting　Review，　April　1968　pp．232～233
　　　拙稿、“1966年以降のチェソバースの理論の批判とそれに答えて”、明治大学大学院紀要、第8集、
　　1970，pp．740～742　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　°
　IV　原価計算システムにおける測定
　原価計算システムにおいて測定値をいずれにするかは重要な問題である。チェンバースは彼固有の
理論において測定値を現在現金等価に求める。
　従来の原価計算では実際原価および予定原価を含めた意味での標準原価で原価を測定してきた。
　実際原価での測定では、取得した財貨および用役に対して、企業が現実に支払った貨幣額があてら
れる。そして、その額を基礎にして配分計算が行なわれ、製品原価が算定される。
　材料費を例にとってみるならば、材料費は取得価格で記録され、それが先入先出法、平均法および
後入先出法等で製品原価へ賦課されてゆく。これらの配分技法にはそれぞれの論拠がある。しかしな
がら、基本的に、諸技法の向く先は、現在の環境に即したものは何であるかであると言えよう。チェ
ンバースは前述のように、市場経済において財貨の価格が変動することを特に強張し、直接現在に結
びつかない過去の貨幣計算は現在の実体の状態を示すものではないとし、実際原価の計算を批判す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　また、賃金および支払経費にしても同じことが言える。すなわち過去の支払額ではなくして現在支
払う貨幣額で測定されるべきであるというになる。
　さらに、建物、機械および設備等の固定資産は、それぞれ購入時点も異なるし、その時々の貨幣単
位の次元も異なるから、単に総計しても何の意味もない。したがって、すべて現在の貨幣単位の次元
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に換算し総計してこそ意味をもつことになる。材料費のような流動資産より顕著にその効果が現われ
るのがこの固定資産である。
　次に、チェンパースは標準原価による測定の批判に及ぶ。
　実際原価の多くの欠陥は標準原価により除去されてきた。技術的には、所与の技術をもって特定の
製品を生産するに必要な諸原価要素のインプットは決定できる。したがって、いかなる時点でもプラ
ントの能力は前もって決定可能である。製品単位あたりの標準原価も決定可能である。
　それにもかかわ，らず、チェンバースは標準原価で測定するのは欠陥と限界をもっていると批判す
る。
　まず、原価標準が長期にわたって価格と数量の決定および能率の基礎として役立つであろうと仮定
する傾向がある。この仮定は、物理的基準が広く使用され、長期にわたって使用可能であるという事
実より引出されている。しかし、価格差異についてみるならぽ、標準価格が設定されてしまうと、実
際価格と標準価格の差額が価格差異となり、企業内では標準価格が通用し、企業内と市場とのつなが
りを切離してしまうことになる。このように現在の価格についての情報の供給を切断することは、
たとえ企業のある部で効率をあげているとしても、企業が市場の変化に適応していくこれを排除して
　　　　　　　（1）しまうことになる。それでは変化の速い市場価格にそくした標準価格をということになる。だが標準
価格が何回も改年されるのでは標準価格の意味がなくなる。．このことから実際原価と標準原価という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）二重の言語システムをもつ原価計算システムの有用性はうすれてしまうことになる。
　さらに、標準原価は標準的な諸技術、製品範囲およびプロダクト・ミックスという前提に依拠して
いる。簡単に言えぽ、標準原価は、多かれ少なかれ静的な環境における、多かれ少なかれ静的な企業
　　　　　　　　（3）　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）に適すると思われる。しかし、このような企業はほとんどありえず、標準原価は有用性を持たない。
　こういった標準原価批判の背後にはコンピューターの発展ものみがせないと思われる。理想的かも
知れないが、日々の情報がコンピューターにより原価計算システムプログラムを通して得ることがで
きるとチェンバースが考えているかも知れないからである。
　したがって、チェンバースにとっては実際原価も標準原価も価値を持たないのである。それでは、
彼の提唱する測定論が企業の現在の状態をいかに示すかみてみよう。
　チェソバースは直接原価計算システムをとる。それ故、直接原価と間接費について代表的な項目を
考察すれば彼の測定論は明確にされる。
　まず、製品、仕品等の棚卸資産についてみる。棚卸資産の測定については「生産において犠牲に供
され、現在の価格に移行され、総計された財貨および用役の原初原価（initialprice）を現在現金等価
　　　　（5）額とみなす」とする。これは、企業が手許に財貨をもっておらず、その財貨を取得する状態にあった
ら保有したであろう貨幣額である。すなわち、それは当該時点においてすでに財貨を保有するために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）なされた意思決定に関する機会原価であるとする。この場合、実現可能価値（販売価格差引マージ
ン）と上記での機会原価とは意味が異なると思われる。この点については、彼の苦しい論理展開であ
ろう。
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　次に、間接費の代表として、彼の言う耐久財（durables）についてみる。彼は理想的には各決算日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）現在の再販売価格に求め、それが不適であれぽ近似値として指数の利用による測定を行なう。この測
定にも問題がある。測定できるものはともかくとして、高度な設備になればなるほど再販売価格を持
たないことである。したがって、その場合には、資産が現実に企業に存在しながらも、費用化されて
しまうことになる。　　　　　’
　以上、おおざっぽにチェンバースの実際原価および標準原価の批判をみ、彼の提唱する現在現金等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）価額による測定をみてきた。マッキオン（J．C．　Mckeown）が彼のモデルを実証的に例証したものに
よっても、まだ一般化しえないことを示している。彼のモデルの一般化は再販売市場価格を今後どれ
ほどの範囲までみいだすことができるかに待たれると言えよう。
　（注）（1）　RJ，　Chambers，“Fiuancial　management，”p，361
　　　（2）　RJ．　Chambers，‘‘Accounting，　Evaluation　and　Economic　Behavior，”p．315
　　　（3）　RJ。　Chambers，“Financical　management；’p．361
　　　（4）　R．J．　Chambers，　Ibid．，　p．361
　　　（5）　R．J．　Chambens，‘‘Accounting，　Evaluation　and　Economic　Behavior，”P．233
　　　（6）　R．J．　Chambers，‘‘Ibid．，　P．233
　　　（7）拙稿、チェン・ミース・モデルの実証的考察、経理知識、53号、pp，61－65
　　　（8）J．C．　Mackeown，“Emplrical　Test　of　Chambes，　Model，”Accounting　Review，　January，1971
　　　　　　拙稿、チェンバース・モデルの実証的考察、経理知識、53号、p．70
　V　結　　　　　び
　チェンバースの原価計算は第1章で論じたように流動的で、動きの速い環境の変化に適応していく
企業を想定し、その基礎のもとに測定論が展開されている。彼の企業の環境（特に市場）に対する洞
察には非常にすぐれたものがある。しかし、彼の環境の洞察が即彼の論ずる測定論になり、それが財
務会計および原価計算に結びつくかは今後の研究にゆだねなければならない。
　チェンバースが言わんとしているところを推察するに、企業のおかれている環境は非常に変動性に
とみ、企業が投下した資本を回収するために、いかに測定論の中に反映させていくかにあると思われ
る。それが彼の提唱する現在現金等価額による測定ではなかろうか。したがって、彼の論理からすれ
ば、このような投下資本の回収できない企業は、市場において生存していく条件を欠くことになる。
それ故、彼の原価計算においてもその内容が展開されることになるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士課程　3年）
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